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インターネットでの情報提供資料  所 属 大垣市総務部課税課 

平成２９年４月３日 

担 当 

課長：田中 

（土 地）主幹：加野、担当：世一 

（家 屋）主幹：髙木、担当：日比野 

（償却資産）主幹：竹中、担当：臼井 

 

連絡先 ８１－４１１１（内線）３６９ 

 

平成２９年度固定資産税・都市計画税の納税通知書の発送について 

 

○ 固定資産税は、毎年１月１日現在で、大垣市内に土地、家屋及び償却資産（事業用の

機械装置、器具備品など）を所有している方に対して課される市税です。また、都市計

画税は、道路・公園・下水道整備などの都市計画事業または土地区画整理事業に要する

費用に使われている目的税で、同じく１月 1 日現在で、市街化区域内の土地や家屋を所

有している方に対して課税されます。 

また、本市の一般会計歳入予算（平成２９年度当初予算：５７６億５，０００万円）の４５．９％

を占める市税（平成２９年度当初予算：２６４億４，０００万円）のうち、固定資産税は４６．６％、

都市計画税は７．９％に当たり、市の大変重要な財源となっています。 

○ このたび、地方税法第３４２条及び第７０２条並びに大垣市税条例第３６条及び第 

 １５１条の規定に基づき、平成２９年度固定資産税及び都市計画税を賦課し、平成２９

年４月３日に納税通知書を発送いたしました。 

 納期限は、第１期が平成２９年５月１日、第２期が７月３１日、第３期が１２月２５

日、第４期が平成３０年２月２８日です。 

 

１．平成２９年度固定資産税・都市計画税 

  

（１）課税対象 

①固定資産税 

土  地 
納税義務者数 49,246人 

課税標準額 343,567,849,857円 

家  屋 
納税義務者数 49,305人 

課税標準額 383,628,588,500円 

償却資産 
納税義務者数 2,161人 

課税標準額 132,528,748,777円 
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②都市計画税 

土  地 
納税義務者数 39,896人 

課税標準額 388,403,721,974円 

家  屋 
納税義務者数 38,874人 

課税標準額 324,358,336,600円 

 

（２）課 税 額 

  ①固定資産税 

      １１，８３６，４５８，９００円 

 平成２８年度（当初） 平成２９年度（当初） 前年比増減 

11,737,032,500円 11,836,458,900円 
99,426,400円 

（0.85％） 

 

②都市計画税 

      ２，１３２，７３２，６００円 

 平成２８年度（当初） 平成２９年度（当初） 前年比増減 

2,102,664,300円 2,132,732,600円 
30,068,300円 

（1.43％） 

 

（３）納  期 

第１期 平成２９年 ４月１日～平成２９年 ５月 １日 

第２期 平成２９年 ７月１日～平成２９年 ７月３１日 

第３期 平成２９年１２月 1日～平成２９年１２月２５日 

第４期 平成３０年 ２月 1日～平成３０年 ２月２８日 

 

 

２．参考（固定資産税・都市計画税の概要） 

   

（１）課税の対象 

固定資産税の対象は、市内にある土地、家屋及び償却資産（事業用の機械装

置、器具備品など）です。都市計画税は、市街化区域内の土地・家屋に対して

課税されます。 

   

（２）納税義務者 

毎年１月１日現在、市内に固定資産を所有している方です。この所有者とは、

土地については登記簿または土地補充課税台帳、家屋については登記簿または

家屋補充課税台帳、償却資産については償却資産課税台帳に、それぞれ所有者

として登記または登録されている方をいいます。 
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（３）賦 課 期 日 

毎年１月１日 

 

（４）税 額 

   課税標準額×税率（固定資産税１．４％、都市計画税０．３％） 

 

（５）課税標準額 

国が定めた固定資産評価基準に基づいて価格を決定し、この価格をもとに課

税標準額を算定します。 

   

（６）免 税 点 

大垣市内に所有するそれぞれの資産の課税標準額の合計額が、次の金額に満

たない場合は、その資産については固定資産税が課税されません。 

土  地 ３０万円 

家  屋 ２０万円 

償却資産 １５０万円 

 


